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サービス展開と研究の渾然一体化 

 

 東京工業大学／立教大学 吉川 厚 

 

1. はじめに 

筆者は所属にもあるように２つの大学

を兼務しており、両方とも修士以上の学生

で構成されている。研究室に所属している

学生には特徴があって、東京工業大学はほ

とんどが留学生、しかも国費留学生が多い。

一方で、立教大学では社会人と学部からそ

のまま上がってくる学生が半々である。ど

ちらの研究室でも、研究テーマは各自が自

分で興味のあるものを設定することにして

いる。また、10以上の企業とも提携してい

て、これらの企業とサービスの共同開発を

行ったり、研究部分の分担や支援も行った

りしている。このようにしていると、研究

テーマは一見多種多様に見えるが、必ずし

もそうではない。留学生は将来のことを考

え、技術の習得の他に自分の仕事になるで

あろう領域での応用をテーマに選んでくる

し、社会人はもちろん出身会社の課題を持

ち込んでくる。学部上がりの学生も、ある

意味のわかりやすさから、具体的な課題に

取り組む傾向がある。つまり、どの学生も

出身によらず「現実に接地した課題」を好

む傾向がある。このような傾向なので、提

携している企業からお借りしているデータ

や共同開発しているサービスとも接続がス

ムースになる、それどころか行き過ぎてし

まうため、むしろ教員が研究部分と事業部

分を切り分けることを積極的にしないとい

けないことが多くなる。 

企業にとってサービスの時間的な加速

化を考えると企業と大学の提携は少ないと

思う方もおられるだろう。開発からサービ

ス 提 供 に い た る 時 間 は 、 Keller ら

は”Months into Minutes”という論文の

タイトル通りに加速化していると述べてい

るし、またそのための仕組づくりを IBM は

行っていることを明らかにしている[1]。ま

た、Fridgeirssonらは、今は VUCA時代であ

るとして、プロジェクトを進める場合には

Fat Tailリスクが発生しやすいので、プロ

ジェクトも VUCAlityという“VUCA度合い”

で評価しながら進めるべきだと提言してい

る[2]。これらは変化へ柔軟に対応していく

必要性や、かけられる時間が非常に短くな

ってきているリスクの両方を述べている。 

このように企業のサービス展開は加速

する方向に進んでいるので、大学の研究速

度では合わないという不安がよぎる。しか

し、たとえば、研究で論文の発表数だけで

も図１のようになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 論文 preprintサーバーarXivにおける

論文登録数 

引用：arXiv: "arXiv submission rate 

statistics"https://arxiv.org/help/stats/2

021_by_area/ (2022/08/15 接続 
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多い順に橙色は情報科学で年間 60989 本、

赤紫は数学で 35531 本、水色は物性物理で

16147本である。arXiv は論文誌や国際会議

に投稿する前後で著者の責任で公開してい

る論文アーカイブである。最初の頃は登録

する人が少なかったが徐々に一般的になっ

てきた背景を差し引いても、 Web Of 

Science も同様の傾向を示していることを

考えると、研究の加速度が上がっているこ

とは否めない。つまり、学術も競争下にさ

らされており、速度感が増しているのであ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これらのこともあって、企業との提携も

様態が変化している。図２に提携の枠組の

変化を示す。図を見てもわかるように、必

ずどの段階でも提携要素があり、一つのサ

ービスに対して、事業中心のプロジェクト

と学術中心のプロジェクトがあり、それら

が連関していると見るほうがよい形態にな

ってきている。このような枠組みの中で企

業・大学という別の目的を持つ組織が、独

立しながらも協調し、比較的短期間でも情

報交換以上に相互に干渉するような関係に

なりつつある。企業からすれば、R&Dの外だ

しであった大学との提携が、戦略的な提携、

すなわちサービスの強みを出したり、リス

クを減らしたりするための提携に変わって

きているといって良い。 

このような関係性は、すぐに成り立つわ

けではない。長いコミュニケーションの時

間をかけて成立する場合もあれば、片方が

じっと我慢を続けて納得してもらいながら

進める場合もある。しかし、新規に大学・企

業の提携に踏み切る企業は、サービス展開

までの時間間隔が近年短くなっている現状

を踏まえると、長い時間をかけて関係構築

していくわけにもいかない。そこで、両者

に共通言語が求められる。 

 

2. 事業と研究 

ここで Mack らは、面白い提案をしてい

る[3]。1970年代までは組織化された組織体

が、より詳細に仕事を分けて、分担し、実行

していくという、いわゆるライン組織が効

率を発揮し、価値があったと指摘している。

図２ 企業―大学提携の枠組みの変化 
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しかし、ライン組織が「環境安定化を前提」

としていたことが、変革の時代では自覚せ

ざるを得なくなっている。今の時代ではラ

イン組織に代わって、プログラムマネジメ

ントを行うべきだとしている。その中で組

織はプログラムマネジメントを行う対象と

して以下の要件を満たすように勧めている。 

A) 技能集団としての扱いよりも物理的

な有機体とみなして、組織を扱うべ

きである。 

B) システマティックなプログラムマネ

ジメントを組織全体に連携して導入

すべきである 

C) パラドックスやどっちつかずの意思

決定を扱えるように、組織の能力を

プログラムマネジメントでは扱うべ

きである。 

D) 変更があった場合には、状況やコン

テキストに応じて、組織及びプログ

ラムの認識を管理する必要がある。 

E) プログラムマネジメントの重要な目

標には、すべての人に信頼と自身を

与える環境を作ることにある 

A は総務部とか特許部とかの技能手段で

はなく、それぞれが相乗りしている部分が

あり、有機体として機能を発揮するような

ことを求めている。そしてこれが有効にな

るように訓練していかないとならないとし

ている。Bは組織全体の課題として、組織の

中の各所に、各所に合わせた同型の問題（フ

ラクタルな問題）を置いて、各所の取り組

みが全体の解になるようにすることを示し

ている。C は多様性に対処する組織と個の

力の育成を述べていて、D は対応するため

の組織の変更やプログラムの変更は繰り返

し起きるので、それが柔軟にできるように

することである。E は各種の変更や臨機応

変な対応は見えるようにし、かつ、メンバ

ーが楽しめるようにすることを指摘してい

る。 

ここで再び図２を見てもらいたい。図２

で企業は事業成果、すなわちビジネスとし

ての成功を目論んでおり、そのためにバッ

クヤードの一つの要素として大学を位置づ

けているならば、当然、大学に不満を持つ。

し か し 、 ビ ジ ネ ス の Key Success 

Factor(KSF)を大学に求めているのであれ

ば、プログラム全体のフラクタルな課題を

大学側も共有することになる。そして、学

会発表などが KSF の品質担保としての役目

を果たす。このような関係が、組織が異な

るからこそ見えるようになり、企業と大学

との連携が変わってきたと言える。たとえ

ば、Googleなどは、学術な活動も積極的に

行っている。同社が学術として発表した

BERTという自然言語モデルは 2018年 10月

11 日に aiXiv に公開され[4]、同年 11 月 3

日には Github で学習済モデルが公開され

[5]、2019 年 6 月 2 日に NAACL という国際

会議で発表し[6]、Best Paper Award を受

賞している。同社は BERTを製品として販売

するのではなく、2019 年 10-12月に検索エ

ンジンに組み込み、より高性能な検索の実

現に用いた（日本では他社が、2019年 2月

には日本語対応させて製品に搭載していた

[7]）。今までの考え方なら、自社の独自技

術ということで公開せず、KSF として保持

する考えをするだろう。しかし、自社でい

くら評価してもお手盛り感が否めないが、

国際会議という学術に評価されることで、

技術力の高さが認められ、どのような検索

ができるのかイメージされることになる。

また、他社がサービスを展開することで自

社の名前と自社のキーテクノロジーである

自然言語処理分野での“中心”に位置づけ

ることができる。戦略的な価値をもって、

学術と事業が不可分になっていることを示
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している。つまり、Google の技術的評価が

高まることが、Google のブランド価値、つ

まりプログラムマネジメントの目標を達成

することになっている。このようなことが

できるようになっているのは、グジバチの

Googleの紹介によれば、心理的安全性をも

って E を担保しているし、チームは固定化

されていないので Dは実践している。また、

他のチームとの接点は増やしているし、課

題はマネージャーだけが解くわけではない

し、マネージャーは自分の弱みも見せるな

どしているので、A、B は日常に埋め込まれ

ている。思考の多様性は価値観として実践

している[8]。つまり、Mackらの実践をして

いると考えられる。同様に、NVIDIAも人工

知能技術教育を高等教育機関や企業に出張

講義や支援をすることで、人工知能技術の

普及に務めるとともに、同社が人工知能技

術のコアにいること、またそのために同社

の GPU の販売に間接的に貢献するというプ

ログラムマネジメントの目標を達成してい

る。 

 

3. 共通言語としての P2M 

Googleのような組織で、上記のことがで

きるようになっているのは「私たちはこう

いうアウトプットのためのチームなのだか

ら、みんながこう働いたら、結果が出る」と

会社の下部の組織において判断しており、

そのためには社員が「会社のビジネスモデ

ルを理解している」、つまり会社が出してい

る価値を把握しているということらしい

[8]。これが自然にできているには、そのよ

うな人を雇用したのか、ある程度その志向

を育成してきた仕組みがあったのかわから

ない。しかし、それぞれの国の人たちが文

法を意識せずに母語を話せるのと同様に、

これらのことができている。となれば、こ

れから大学と企業の提携や、企業内での多

組織連携を模索している方々には、この母

語となるような相互の共通言語が必要では

ないか。 

P2M の 3S モデルと Mack らの提言が異な

るものとは思えない。違う側面からみてい

るけれども、構想にいたるところには様々

な意思決定が入るし、組織を超えた利害を

見ていかないといけない。また、サービス

にするには、その後の運用も考える必要が

あり、柔軟な組織体制が必要にもなってく

る。これらを一貫するには組織目標や組織

価値が通貫している必要がある。 

こう考えていくと、今の P2Mは、第二言

語習得時に文法や構文を学ぶように、P2Mの

枠組みでどのように解釈できるかという研

究を中心にしているが、いつか母語として

自然に振る舞えるような、技能伝達から「浸

透」へという研究フェーズが来ると考えて

いる。そうすると、外的組織として明確に

目的が別れていても相手をお互いに尊重し

あわなければならない大学と企業との提携

だけでなく、同一企業内でも短時間での成

果を出しながら、大きな時間の中での企業

価値創造ができるのではないかと考えてい

る。 

 

謝辞 

図 1 ならびに内容確認には北澤正樹氏（北

澤技研、立教大学）にご協力をいただきま

した。ここに感謝いたします。 

 

参考文献 

[1] A. Keller and C. Dawson, “Months 

into minutes: Rolling out changes 

faster with service management 

automation,” in NOMS 2018 - 2018 

IEEE/IFIP Network Operations and 

Management Symposium, 2018, pp. 1–

14. 



P2M マガジン No.16, pp.40-44 (2022) 
 

44 

 

[2] T. V. Fridgeirsson, H. T. Ingason, 

H. I. Jonasson, and B. H. 

Kristjansdottir, “The VUCAlity of 

projects: A new approach to assess 

a project risk in a complex 

world,” Sustain. Sci. Pract. 

Policy, vol. 13, no. 7, p. 3808, 

Mar. 2021. 

[3] O. Mack and M. Jungen, “Program 

management in VUCA environments: 

Theoretical and pragmatical 

thoughts on a systemic management 

of projects and programs,” in 

Managing in a VUCA World, Cham: 

Springer International Publishing, 

2016, pp. 41–57. 

[4] J. Devlin, M.-W. Chang, K. Lee, 

and K. Toutanova, “BERT: Pre-

training of Deep Bidirectional 

Transformers for Language 

Understanding,” arXiv [cs.CL], 

11-Oct-2018. 

[5] https://github.com/google-

research/bert (Access 2022/08/17) 

[6] J. Devlin, M.-W. Chang, K. Lee, 

and K. Toutanova, “BERT: Pre-

training of Deep Bidirectional 

Transformers for Language 

Understanding,” Proceedings of 

the 2019 Conference of the North 

American Chapter of the 

Association for Computational 

Linguistics, pp. 4171–4186, Jun. 

2019. 

[7] https://prtimes.jp/main/html/rd/p/

000000029.000015946.html (Access 

2022/08/17) 

[8] ピョートル・フェリクス・グジバチ, 

世界最高のチーム グーグル流「最少

の人数」で「最大の成果」を生み出す

方法. 株式会社朝日新聞出版, 2018. 

 

（2022 年 8月 20日受理） 


